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民間保育所に対する運営費実施要綱 

 

令和８年２月６日７こ保発第15290号区長決定 

改正 令和８年３月31日７こ保発第16390号区長決定 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下「法」という。）第 24条第１項に

規定する保育所に対し、子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）第 27条に規定する施設

型給付費の支給及び法第 45条の規定により定められた東京都児童福祉施設の設備及び運営に関す

る条例（平成 24年東京都条例第 43号。以下「東京都条例」という。）の規定を超えて行う保育内

容の充実に要する経費、法第 24条の規定に基づく保育の充実に要する経費及び区内民間保育所の

運営の安定に資する経費の支給に関し必要な事項を定め、児童の健全な発育と児童福祉の増進を

図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 入所児童 法第 24条第１項の規定に基づき、保育所において保育を実施する児童をいう。 

(２) 保育所 社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第 22条の規定により設立された社会福祉法

人（以下「社会福祉法人」という。）等が設置し、運営する保育所をいう。 

(３) 常勤 各職種において、次に掲げる要件の全てを満たす者をいう。 

ア 期間の定めのない労働契約を結んでいること（１年以上の労働契約を結んでいる場合を含

む。）。 

イ 労働基準法施行規則（昭和 22年厚生省令第 23号）第５条第１項第１の３号により明示され

た就業の場所が当該保育所であり、かつ従事すべき業務が職種に即したものであること。 

ウ 次のいずれかに該当し、かつ、常態的に勤務していること。 

(ア) 勤務時間が当該保育所の就業規則において定められている常勤の従事者が勤務すべき

時間数（１か月に勤務すべき時間数が 120時間以上であるものに限る。）に達していること。 

(イ) （ア）以外であって、勤務時間が１日６時間以上かつ月 20日以上であること。 

エ 当該保育所（一括適用の承認を受けている場合は本社等）を適用事業所とする社会保険の被

保険者であること。 

(４) 非常勤 保育所に雇われている職員の中で、常勤以外の者をいう。 

(５) 保育士 法第 18条の４に規定する者をいう。 

(６) 保健師 保健師助産師看護師法(昭和 23年法律第 203号)第２条に規定する者をいう。 

(７) 助産師 保健師助産師看護師法第３条に規定する者をいう。 

(８) 看護師 保健師助産師看護師法第５条に規定する者をいう。 

(９) 定員 子ども・子育て支援法第 31条第１項に規定する利用定員をいう。 

（入所児童の年齢計算） 

第３条 入所児童の年齢計算は、入所した当該年度の４月１日を基準日として行う。 

２ 前項の規定により年齢を計算された入所児童が、年度を超えて引き続き同一保育所に在籍する

こととなる場合の年齢計算は、毎年度の初日を基準日として行う。 

３ 前２項の規定により年齢を計算された入所児童の年齢は、その年度中に限り変更しないものと

する。 

（適用範囲） 

第４条 この要綱は、区長が保育の実施を決定した児童の在籍する保育所について適用する。 

（運営費） 

第５条 運営費及びその対象経費は、次に掲げるとおりとする。 
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(１) 施設型給付費 子ども・子育て支援法第 27条に規定する施設型給付費 

(２) 法外援護費 別表第１に掲げる経費 

２ 保育所が、施設型給付費における「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域

保育、特別利用地域保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基

準等」（平成 27年３月 31日付け内閣府告示第 49号。以下「費用の額の算定に関する基準等」と

いう。）に係る、特定教育・保育等に要する費用の額（以下「公定価格」という。）の基本加算

部分、特定加算部分（以下「各種加算」という。）の認定を受けようとするときは、別記１のと

おりとする。 

（運営費算定基準） 

第６条 前条第１項第１号の施設型給付費の額は、子ども・子育て支援法第 27条第３項第１号に規

定する額とする。 

２ 前条第１項第２号に掲げる経費については、別表第１のとおりとする。 

（零歳児保育事業） 

第７条 区長は、零歳児保育の充実を図るため、零歳児保育実施保育所（以下「零歳児保育所」と

いう。）を行う事業者に対して、次に定める要件を求めるものとする。 

(１) 定員 

   零歳児定員は、２歳未満児定員の２分の１以下であることを原則とし、かつ、６人を下回る

ことができないものとする。 

(２) 設備及び運営 

ア 零歳児１人につき、乳児室及びほふく室を通じて 3.3平方メ―トル以上の有効面積がある

こと。 

イ 保健室（最低基準に定める医務室が零歳児の静養室の機能を有する場合は、この限りでな

い。）、調乳室（専用の調乳室が設けられない場合は、調理室の一部を調乳場所として区画す

ることをもって足りる。）、沐浴室（沐浴室に代わる沐浴設備を置く場合は、この限りでない

。）及び便所を設けること。 

ウ 零歳児が専用に使用できる屋外遊戯場（歩行運動及び外気浴等を行う場所をいう。）を設け

るように努めること。 

エ 零歳児の心身発達に即応した遊具その他零歳児用備品を整備すること。 

オ 危険防止及び非常災害時における緊急避難につき、万全の対策を講ずるとともに、不測の

事態に対処するための態勢を確立すること。 

カ 保健師、助産師又は看護師（以下「保健師等」という。）のいずれか１人を配置すること。

保健師等は、保育士との協力のもとに零歳児の異常の発見、特に登所時における健康観察を

通じての異常の有無の確認及び医師との連絡を行うほか、健康診断、予防接種の計画及びそ

の実施に対する協力等保健活動に従事するものとする。 

キ 調理員を１名増配置すること。ただし、平成 10年２月 18日付け児発第 86号厚生省児童家

庭局長通知「保育所における調理業務の委託について」に基づき、全ての調理業務を委託す

る場合には、調理員を置かないことができる。 

ク 給食は、衛生的取扱いについて細心の注意を払うとともに、零歳児の発育及び健康状態、

家庭の食生活等を十分理解し、個人差に応じた給食を実施するよう努めること。 

ケ 健康管理の徹底を図るため、嘱託医（一般児童の嘱託医と兼務）に積極的な協力を求め、

少なくとも月１回以上の診療契約を結び、業務内容の充実を図ること。 

（11時間開所保育事業） 
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第８条 11時間開所実施保育所の要件は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 開所時間 開所時間が 11時間以上であること。 

(２) 設備及び運営 定員 60人以下の保育所については１名の非常勤保育士、定員 61人以上の

保育所については常勤保育士及び非常勤保育士各１名の増配置を行い、開所時間内における入

所児童の安全確保及び保育内容の向上に努めること。 

（休日・夜間保育事業） 

第９条 休日・夜間保育事業の要件は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 休日保育事業 大田区休日保育事業実施要綱（平成 14年３月 26日付け）に定める事業を

実施する施設であること。 

(２) 夜間保育事業 夜間保育所の設置認可等について（平成 12年３月 30日付け児発第 298号

厚生省児童家庭局長通知）により設置認可された施設であること。 

（産休等代替職員採用事業） 

第 10条 産休等代替職員採用事業とは、保育所において常勤の職員が出産又は傷病のため休業を必

要とする場合のその職員の職務を行わせるための代替職員（以下「産休等代替職員」という。）を

臨時的に採用し、入所児童の正常な処遇の確保に努める事業をいう。 

（産休等代替職員採用期間等） 

第 11条 産休等代替職員費加算の対象となる代替職員の採用期間は、次に定めるところによる。 

(１) 出産のため休業する職員（以下「産休職員」という。）に係る代替職員の採用期間は産休職 

員が産前の休業（産前８週間（多胎妊娠の場合は 16週間）、産後 10週間を超えないものとし、

早産の場合は、産休開始から 16週間を超えないものとする。）を始める日から起算して 16週間

（多胎妊娠の場合は 24週間）以内とする。 

(２) 傷病のため休業する職員（以下「病休職員」という。）に係る代替職員の採用期間は病休職 

員が療養のために 14日（休日等を含む。）以上休業を要する場合とし、その期間は 180日（休

日等を含まない。）を限度とする。 

２ 産休等代替職員は、健康状態に異常が認められず、かつ、資格の定めがある場合は、職種ごと

に所定の資格を有する者でなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、産休等代替職員が保育士の場合で特別の事情がある場合は、有資格

者が得られない理由書とともに、児童福祉施設において児童の保護に直接従事した経験がある者

（高校生のアルバイトは不可）又は保育士試験の科目の一部に合格した者を採用することができ

る。 

４ 産休等代替職員は当該施設で新たに職員を雇用し任用することを原則とするが、傷病等の突発

的な事由により早急に代替職員を雇用することが困難な場合については、当該施設において従前

から雇用している職員を充てることができる。ただし、当該施設の施設型給付費または法外援護

費に算入される職員または従前から算入されている職員は除く。 

（産休等代替職員採用承認申請） 

第 12条 保育所の設置者は、職員が出産又は傷病のため休業する場合で、当該保育所の設置者が入

所児童の正常な処遇の確保のため産休等代替職員を採用等したときは、当該休業職員が就業規則

又は労働契約の定めるところにより労働基準法（昭和 22年法律第 49号）第 11条に規定する賃金

の全額の支給を受ける場合に限り産休等代替職員採用承認申請書（別記第１号様式）により、原

則として採用の 10日前までに区長に申請しなければならない。 

２ 区長は、産休等代替職員の採用承認申請を行う者に対し、内容審査に必要な証明書、帳簿等の

提示を求めることができる。 

（産休等代替職員採用承認） 

第 13条 区長は、前条の規定により、産休等代替職員の採用承認申請があったときは、その内容を

審査の上産休等代替職員採用承認通知書（別記第２号様式）により通知するものとする。 
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（産休等代替職員の雇用がなくなったとき等の報告） 

第 14条 保育所の設置者は、産休等代替職員との雇用関係がなくなったとき又は産休等職員が就業

したときは、速やかに産休等代替職員採用調書（別記第３号様式）により区長に報告しなければ

ならない。 

 （請求及び支給手続） 

第 15条 運営費の支給を受けようとする保育所の設置者は、請求書（別記第４号様式）を原則請求

月の当月 10日までに必要な書類を添えて、区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、請求者に対し内容審査に必要な証明書、帳簿等の提示を求めることができる。 

３ 区長は、第１項の規定による請求があったときは、審査の上、速やかに運営費を支払うものと

する。 

４ 運営費の支給を受けた保育所の設置者（以下「受給者」という。）は、この要綱で定める目的以

外に運営費を使用してはならない。 

（実績報告等） 

第 16条 受給者は、運営費の支給に係る会計年度が終了したとき又は法第 35条第 11項の規定によ

り、保育所の廃止の承認を受けたときは、それぞれの日から 30日以内に区長に対し、運営費支給

実績確認書（別記第５号様式）を提出しなければならない。 

２ 区長は、受給者に対し、必要があるときは、運営費の執行状況について報告を求めることがで

きる。 

３ 区長は、前項の報告を受け、必要がある場合は、その処理について適切な指示をすることとす

る。 

 （その他の報告について） 

第 17条 保育所の設置者は、入所児童に事故があったときは、区長に対し、「特定教育・保育施設

における事故発生時の事故報告書の提出について」（平成 27年５月 20日付 27こ保発第 10521

号）のとおり、速やかに事故報告書（別記第７号様式）を提出しなければならない。 

２ 保育所の設置者は、延長保育について、開始・変更・廃止する場合は、実施月の前年度の８月

までに区長に対し、延長保育事業開始・変更・廃止届（別記第８号様式）を提出しなければなら

ない。 

３ 延長保育事業を実施する保育所の設置者は、毎月、第 15条第１項に基づく請求書の提出とと

もに、区長に対し、延長保育事業等実績報告書（別記第９号様式）を提出しなければならない。 

４ 保育所の設置者は、休日保育について、開始・変更・廃止する場合は、原則として実施月の前

年度の８月までに区長に対し、休日保育事業開始・変更・廃止届（別記第 10号様式）を提出し

なければならない。 

５ 前３項の届出に関し、新たに設置される保育所の設置者については、別途区長の定める期日ま

でに提出するものとする。 

（運営費支給の取消しについて） 

第 18条 区長は、次の各号のいずれかに該当したときは、運営費の支給の全部又は一部を取り消す

ことができる。 

 (１) 偽りその他不正の手段により運営費の支給を受けたとき。 

 (２) 目的以外に運営費を使用したとき。 

 (３) 運営費の交付の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（運営費の返還について） 

第 19条 区長は、前条各号のいずれかに該当する場合は、運営費の全部若しくは一部につき支払を

停止し、又は既に支払った運営費の全部若しくは一部について期限を定めて、その返還を命ずる

ものとする。 

（違約加算金及び延滞金） 
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第 20条 受給者は、第 19条の規定により、運営費の支給が取り消され、前条の規定によりその返

還を命じられたときは、その命令に係る運営費の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該

運営費の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）

につき年 10.95パーセントの割合で計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付しな

ければならない。 

２ 受給者は、運営費の返還を命ぜられた場合において、これを納期までに納付しなかったとき

は、納期日の翌日から納付までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95％の割合で計算した延

滞金（100円未満を除く。）を納付しなければならない。 

３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、365日当たりの割合と

する。 

４ 区長は、第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、受給者の納付した金額

が返還を命じた運営費の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた運営費の額

に充てるものとする。 

５ 区長は、第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた運営費の未納

付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎とな

るべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

（費用の徴収の禁止について） 

第 21条 受給者は、第５条に定める経費と使途が重なる対象経費に関し、入所児童の保護者から費

用を徴収してはならない。ただし、区長が認めるときは、この限りでない。 

（援護費の弾力運用について） 

第 22条 保育所の設置者は、子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委

託費の経理等について（平成 27年９月３日付け府子本第 254号、雇児保発 0903第６号。以下

「経理等通知」という。）に定める要件を満たし、経理等通知別表２に掲げる経費に保育所運営費

を充ててもその経費に不足が認められるときは、経理等通知８の規定にかかわらず、次の各号の

いずれかに該当する場合に限っては、法外援護費を弾力運用することができる。 

(１) 保育所対策事業費については、経理等通知の１（２）の①から⑦までに掲げる要件を満た

し、経理等通知別表１に掲げる事業等のいずれかを実施する保育所にあっては、一般保育所対

策事業費を限度額として当該保育所に係る経理等通知別表２に掲げる経費に充てることができ

る。 

(２) 零歳児保育特別対策事業費及び 11時間開所保育対策費については、経理等通知の１（２）

の①から⑦までに掲げる要件を満たし、経理等通知別表１に掲げる事業等のいずれかを実施す

る保育所にあっては、処遇改善費として加算された額に相当する額の範囲内で当該保育所に係

る経理等通知別表２に掲げる経費に充てることができる。 

２ 保育所の設置者は、前項の規定により経理等通知別表２に掲げる経費等のうち借入金（利息部

分を含む。）の償還又は積立のための支出に法外援護費を充てる場合は、事前に償還時期等が記載

された資金収支計画書等を区長に提出し、協議しなければならない。 

（書類の整備保管） 

第 23条 受給者は、運営費に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類を整備し、当該運営費を受給

した会計年度終了後５年間保管しておかなければならない。 

（その他） 

第 24条 この要綱の実施に関し必要な事項は、こども未来部長が定める。 

   付 則（令和８年２月６日７こ保発第 15290号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、決定の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

（この要綱の失効） 
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２ この要綱は、令和 12年３月 31日限り、その効力を失う。ただし、同日までに区長が保育の実

施を決定した児童の在籍する保育所については、なおその効力を有する。 

 （経過措置） 

３ 当面の間、事業者の予期しない職員の休退職が発生したときは、別記 13第７項第１号イ（ア）

及び（イ）中「（３歳児数×１／15）＋（４・５歳児数×１／25）」とあるのは、「（３歳児数×１

／20）＋（４・５歳児数×１／30）」と読み替えて適用できるものとする。この場合において、別

記 13第７項第１号における保育士の区加算職員（常勤及び非常勤）の配置に対する法外援護費は

支給しないものとし、欠員等対策費の算定に係る保育士数の特定においては本項の規定を適用し

ない。 

付 則（令和８年３月 31日７こ保発第 16390号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。なお、別記 13の５（１）イの算式における主任

代替保育士数の加算については、令和８年 10月 1日から適用する。 

（経過措置） 

２ 令和９年３月 31日までの間、別表１の「欠員等対策費」及び「施設独自保育士加算」の算定に

あたっては、別記 13の５（１）イの算式における主任代替保育士数の加算を、主任保育士専任加

算の適用有無にかかわらず、除外することができる。 

３ 令和 10年３月 31日までの間、事業者の予期しない職員の休退職が発生したときは、別記 13第

５項第１号イ（ア）及び（イ）中「（３歳児数×１／15）」とあるのは、「（３歳児数×１／20）」と

読み替えて適用できるものとする。この場合において、別記 13第５項第１号における保育士の区

加算職員（常勤及び非常勤）の配置に対する法外援護費は支給しないものとし、欠員等対策費の

算定に係る保育士数の特定においては本項の規定を適用しない。 

４ 当面の間、事業者の予期しない職員の休退職が発生したときは、別記 13第５項第１号イ（ア）

及び（イ）中「（４・５歳児数×１／25）」とあるのは、「（４・５歳児数×１／30）」と読み替えて

適用できるものとする。この場合において、別記 13第５項第１号における保育士の区加算職員

（常勤及び非常勤）の配置に対する法外援護費は支給しないものとし、欠員等対策費の算定に係

る保育士数の特定においては本項の規定を適用しない。 

 

別記 

第１号様式 

（第 12条関係） 

第２号様式 

（第 13条関係） 

第３号様式 

（第 14条関係） 

第４号様式 

（第 15条関係） 

第５号様式 

（第 16条関係） 

第６号様式 削除 
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第７号様式 

（第 17条関係） 

第８号様式 

（第 17条関係） 

第９号様式 

（第 17条関係） 

第 10号様式 

（第 17条関係） 

第 11号様式 

（第５条関係） 

第 12号様式 

（第５条関係） 

第 13号様式 

（第５条関係） 

第 14号様式 

（第５条関係） 

第 15号様式 

（第５条関係） 

第 16号様式 

（第５条関係） 

第 17号様式 

（第５条関係） 

第 18号様式 

（第５条関係） 


